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１１ 目的 

   地震、津波、原発事故、風評被害等により多くの生活衛生営業者が経営存続の危   

機に瀕しており、このままの状況が続けば福島県の復興に大きな影響がでることが   

予想されていることから、生活衛生営業者に対する融資、経営、労務等の支援、更に

は復興・再生モデル事例についての情報収集を行って広く周知を行うことにより復興

支援を促進する。 
 

２２ 現状 

   東日本大震災の発生から１年以上が経過した平成 24 年度になっても、本県内におい

ては地震や津波の傷跡が未だ残っており、原発事故の発生により福島第一原発から半

径 20km 圏内の市町村はもちろん、20km 圏外の飯舘村や川俣町の山木屋地区、さらに

はその周辺の市町村にまで多くの影響が残っている状況にある。 

   特に、地域との密接な結びつきにより経営が成り立っている生活衛生関係営業に関

しては、これまで店舗を構えていた地域からの避難を余儀なくされ、避難先での営業

を再開しようにも様々な障害や困難が伴うことから、必ずしも営業再開を果たすこと

ができないでいる営業者も多い。主として個人経営者が多い生活衛生営業は、店舗の

修繕や新・改築、或いは移転のための費用や運転資金の確保といった大きな負担を伴

うものには、なかなか踏み切れないでいるのが現状である。 

   その一方で、様々な困難を乗り越えながらも、避難先において新たな店舗で営業再

開に漕ぎつけた経営者も徐々に出始めている。 

 

３３ 事業実施内容 

（１）再生特別支援事業の充実及びその活用 

（２）災害関係貸付の推進 

（３）災害特別相談会の開催 

（４）復興モデル事例についての情報収集と周知活動 

（５）復興・自立のための各種情報の提供 

（６）原発事故補償の積算支援 

（７）災害復興支援協議会の開催 

 

４４ 事業経過報告 

 １ 再生特別支援事業の充実及びその活用 

   ア 事業の概要 

      大震災による店舗の倒壊・損壊及び警戒区域等の指定により営業不能となった生活 

      衛生営業者の再建・再開に向けた取り組みを支援するため、本来であれば原則１回とし

ている指導・助言を被災者に対しては、２回目についても可能とする。 

        具体的には、風評被害等により売上などが大幅に減少している生活衛生営業者に 

       対して実施している専門家による経営相談に関し、指導を行う専門家の充実を図る。 

 

   イ 事業の実績 

     災害により営業休止を余儀なくされた生活衛生営業者のうち、下記の営業者に対して、
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事業再開に向けての指導を行った。 

       支援内容は、資料編 37 ページ～38 ページのとおりである。 

 

NO. 
指導 

業種 

支援 

内容 
住 所 指導実施日 指導した専門家 

１ 飲食 販促 いわき市 24．5．22 中小企業診断士 

２ 理容 財務 福 島 市 24．6．21 中小企業診断士 

３ 社交 財務 福 島 市 24．8．6 中小企業診断士 

４ 社交 経営 福 島 市 24．9．7 中小企業診断士 

５ 社交 経営 福 島 市 24．12．4 中小企業診断士 

 
   ウ 事業の効果 

      これらの５件の事業所については、営業継続、営業再開、又は営業再開に向けて進

行中など、大きな効果が見られた。 
 
 
 ２ 災害関係貸付の推進 

   ア 事業の概要 

     災害関係貸付のチラシ制作及び周知活動、並びに相談体制の充実を図る。 

 
   イ 事業の実績 

      事業再開のために融資が必要な事業者に対しては、融資の推薦、紹介を行い、このう

ち融資を受けることができた事業所は、事業再開を図ることができた。 

 
   ウ 事業の効果 

      震災により被害を受けた店舗の新・改築等のための設備資金や、原発事故に伴う風評

被害によって売上が減少したことに対処するための繋ぎ運転資金が利用されるなど、そ

の効果は大きかった。 

 
 
 ３ 災害特別相談会の開催 

   ア 事業の概要 

     被災地又は被災者が避難している地域において相談会を開催する。 

      相談会では、専門家や経営指導員が対応し、相談者に対して返済計画や経営計

画に関する助言を行うほか、東京電力への損害賠償請求方法などの相談にも応じ

る。 

 
   イ 事業の実績 

     災害特別相談会を６回開催。（資料編 39 ページ） 

     相談会では、指導センター経営指導員による融資の相談のほか、中小企業診断

士による講演や個別相談等を行った。 

     特に、福島原発事故に伴って経営が苦しくなっている生活衛生営業者が東京電

力に対する損害賠償請求を円滑に行えるよう、東京電力への損害賠償請求方法に

ついての相談を重点的に実施した。 
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   ウ 事業の効果 

     従来から実施している一般的な地区相談会だけでは対処することが困難な相談等に

も対応できるように、県北、県中、相双方部及びいわき方部において災害特別相談会を

実施した。 

       特に、東京電力への経営損失に関する損害賠償請求の相談を中心として実施し、損

害賠償請求の方法について具体的な例を挙げて解説したところ、熱心な質疑応答が行

なわれるなど、参加者の関心の高さが窺えた。これらのことから、本相談会は風評被害

を被った生活衛生営業者の円滑な賠償請求手続きにおける大きな力になったものと思

われる。 

 
 ４ 復興モデル事例についての情報収集と周知活動 

   ア 事業の概要 

       震災発生から１年が経過し、地震や津波の被害を受けた生活衛生営業者、さらには避

難を余儀なくされ、地元を離れなければならなかった生活衛生営業者など、数多くの営

業者がいる中で、いち早く営業の再開に取り組んでこられた方々がいる。 

      営業の再開に漕ぎつけられたこれらの方々の声をお聞きし、その事例を紹介すること

で、事業の再開を目指して頑張っておられる生活衛生営業者や、再開に向けて踏み切

れずにいらっしゃる方々の参考としてもらい、一人でも多くの生活衛生営業者が事業を

再開できるよう支援していくことを目的としている。 

 

   イ 事業の実績 

        平成 24 年４月までに事業を再開している営業者のうち、10 名の方々の店舗を訪問し、

事業再開までの経過や事業再開に踏み切られた背景等についてお聞きし、指導センタ

ーのホームページや広報チラシにより事例紹介を行った。 

 

 ５ 復興・自立のための各種情報の提供 

   ア 事業の概要 

      復興・自立に有効な関係機関の情報を収集するとともに、被災及び風評被害などを 

       受けた生活衛生営業者に対し、当該情報を分かりやすく迅速に提供する。 

 
   イ 事業の実績 

     復興支援事業の平成 23 年度実績を始め、平成 24 年度実施計画や東日本大震 

      災復興に関する調査結果、及び営業再開事例紹介等の情報提供を行うため、Ａ４判 

      両面印刷のチラシ（資料編 63 ページ～66 ページ）を作成し、指導センターの広報誌 

      「生衛ふくしま」に折り込んで県内全ての生活衛生同業組合員等に配布した。 

      ✳5,560 部×２回発行 

     また、指導センターのホームページをリニューアルし、「東日本大震災／福島原

発事故復興支援事業」のページを設けて復興モデル事例や各種情報の紹介を行っ

た。 
 
   ウ 事業の効果 

     東日本大震災及び福島原発事故に伴う風評被害の状況や事業再開の状況、さらに

は東京電力への損害賠償の状況などについてアンケート調査を実施し、その調査結果

のほか、営業を再開した喫茶店や理容所の事例をホームページや広報チラシを通して
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紹介するなどして、生活衛生営業者に対し広く周知することができた。 

 
 ６ 原発事故補償の積算 

   ア 事業の概要 

     原発事故の影響により経営状況が悪化した生活衛生営業者の損失補填を図るた

めに、損害賠償の積算方法等に関する説明会を開催し、個別相談会も実施するな

どして、損害補償の積算や請求手続き等に関するアドバイスを行った。 
 
   イ 事業の実績 

     各組合と連携しながら説明会や相談会を開催し、それまでは補償請求が困難と

されていた数多くの事業者の賠償手続きを支援し、東京電力からの補償を受ける

ことができた。 
 
 ７ 災害復興支援協議会の開催 

   ア 事業の概要 

     東日本大震災及び福島原発事故の影響により、県内の生活衛生営業者が経営存続

の危機に瀕していることから、金融、経営、労務等に関する支援を行って、地域の復興を

促進するため、東日本大震災福島原発事故復興支援協議会を設置する。 

 
   イ 事業の実績 

    (ｱ)第 1 回支援協議会の開催 

      日 時  平成 24 年６月５日（火）午後１時 30 分～３時 30 分 

      場 所  コラッセふくしま５階 特別会議室 

      議 事  ①平成 24 年度事業実施計画について 
        ②平成 24 年度実施スケジュールについて 

          ③復興モデル事例調査について 

          ④その他 

 
    (ｲ)第 2 回支援協議会の開催 

      日 時  平成 25 年２月 13 日（水）午前 10 時～12 時 

      場 所  コラッセふくしま４階 402B 会議室 

      議 事  ①平成 24 年度事業の実施状況について 

          ②報告書素案について 

          ③その他 
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５５ 東日本大震災復興に関するアンケート調査結果 

１ 調査目的 

 

東日本大震災および福島原発事故によって、生活衛生関係営業（以下、生衛業と呼ぶ）も甚大

な被害を受けた。社会全体、住民生活の復興のためにも、生衛業の復興は重要であり、急務であ

る。 

福島県内の 12 の生衛業の組合が連携を取りながら活動の場とする財団法人福島県生活衛生

営業指導センターにあっても、その対応は重要であり、焦眉の急ではあるものの、復興への支援の

検討は特別の配慮を有する難しい状況にある。それは、福島県という大きな県土からなる広域の地

域ごとに気候・風土を始めとする地域特性が大きく異なっているだけでなく、今回の福島原発事故

に伴って設けられた警戒区域や計画的避難区域、緊急時避難準備区域等といった区分も存在し

ていること、さらには、生衛業ごとに、被害状況や復興のための要望が一様ではないことなどから、

復興への支援は多面的な視点で多様な方法を必要とするからである。このため、短期的には復興

への要望を個別に精査して迅速に対応する必要がある一方で、生衛業全体の被害状況の把握と

復興ニーズの洗い出しも必要となる。 

本事業では、昨年度、震災と原発事故発生から半年程度が経過した時点での実態把握に必要

な調査を実施したが、今年度は、震災と原発事故発生から２年目の時点での被害状況の把握と復

興ニーズの洗い出し、財団法人福島県生活衛生営業指導センターの役割について理解を深める

ために、調査を実施する。 

 

２ 調査項目と調査方法 

 

次の事項について、生衛業を営む事業者にアンケート調査票を記入してもらい、それらを集計

する。 

（１）災害による被害および事業復旧の状況と今後の事業活動 

（２）復旧、再建に向けての課題と要望 

（３）復旧、再建に向けての支援受入れ状況 

なお、実際に使用したアンケート調査票は、次ページに示すようなＡ４サイズで両面印刷したも

のである。 
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財団法人福島県生活衛生営業指導センター 

 

生活衛生業の東日本大震災復興に関するアンケート調査票 

 
問１ あなたの事業は、生衛業のどれにあたりますか。【複数選択可】 
［サービス業］１．理容店     ２．美容店        ３．興行場（映画館等） 

       ４．クリーニング店 ５．公衆浴場（銭湯等）  ６．ホテル・旅館 

       ７．簡易宿泊所   ８．下宿営業 

［飲 食 業］９．すし店  10．麺類店（そば・うどん店等）  11．中華料理店 

          12．社交業（スナック、バー等）  13．料理店（料亭等）  14．喫茶店 
          15．その他飲食店（食堂・レストラン等）  
［販 売 業］16．食肉販売店  17．食鳥肉販売店  18．氷雪販売店（氷屋等） 

 
問２ 事業の代表であるあなたの年齢は、おいくつですか。【単一選択】 

１．20 歳未満   ２．20 歳代   ３．30 歳代   ４．40 歳代 

５．50 歳代    ６．60 歳代   ７．70 歳代   ８．80 歳以上 

 
問３ 事業の代表であるあなたの性別を教えてください。【単一選択】 

１．男性   ２．女性  

 
問４ あなたの生衛業の事業は創業から何年を経過されましたか。【単一選択】                 

１．1年未満        ２．1年以上 3年未満   ３．3年以上 5年未満 
４．5年以上 20 年未満    ５．20 年以上 40 年未満  ６．40 年以上 

 

問５ 現在の生衛業の事業において、あなたは創業者ですか。【単一選択】 
１．はい  ２．いいえ（   代目） 

 
問６ 現在、後継者、あるいは、その候補者はいらっしゃいますか。【単一選択】 

１．いない ２．配偶者 ３．子 ４．親類 ５．従業員 ６．その他（        ） 

 
問７ 東日本大震災以前のあなたの主たる事業地域はどちらですか。【単一選択】 

１．県北  ２．県中  ３．県南  ４．相双  ５．いわき  ６．会津 

７．県内広域  ８．県外も含めて広域  ９．その他（              ） 

 
問８ 福島第一原子力発電所から、震災前のあなたの主たる事業場所までの距離は、どれくら

いでしたか。震災後も同じ場所で事業をされている方もご記入ください。【自由記述】 
 

福島第一原子力発電所から、直線距離で約    ㎞離れていた。 
 
 
問９ 震災と原発事故から現在までの間で、震災前のあなたの主たる事業地域の被害等の状況
について、あてはまるものはどれですか。また、選択したものの[ ]内の該当部分に○を付け
たり、記述したりしてください。【複数回答可】 
１． 特になし  ２． 地震、津波による店舗等の被害［全壊／半壊／一部損壊］があった 
３． 警戒区域及び避難指示区域  ４． 計画的避難区域  ５． 帰還困難区域 
６． 居住制限区域  ７． 避難指示解除準備区域  ８． 緊急時避難準備区域 
９． その他 （                                                   ） 

裏面にも設問がありますのでご回答をお願い申し上げます。 
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財団法人福島県生活衛生営業指導センター 

 

問 10 福島原発事故に伴う直接被害、風評被害はありましたか。被害のあった方は、売上、客

数の変化などについても、ご回答いただける範囲で記入ください。【単一選択】 

１．特になかった   ２．風評被害がある   ３．風評ではなく直接被害がある 
       売上［    ％減：       ］客数［    ％減：       ］ 

       放射能濃度等の測定、客への情報開示等の費用［             ］ 

       その他（                               ） 

 

問 11 現在の事業復旧状況で、あてはまるものはどれですか。また、選択したものの 

 [ ]内についても、該当するものに○を付けてください。【複数回答可】 

１．現在でも休業している       ２．既設地で [一部／全部]仮設的再開 

３．既設地で [一部／全部]本格的再開  ４．地域内に移転し [一部／全部]仮設的再開 

５．地域内に [一部／全部] 移転し本格的再開  ８．未定   

６．地域外に [一部／全部] 移転し仮設的再開  ９．その他 

７．地域外に [一部／全部] 移転し本格的再開     

 

問 12 現在、事業を再開している事業者の方に、伺います。再開にあたって最も苦労されたこ

と、今後、補助や支援などを希望することは何ですか。【複数回答可】 

１．資金の問題  ２．従業員の確保  ３．手続き面での煩わしさ（法律等の壁） 

４．その他（                                  ） 

 

問 13 現在、休業している事業者の方に、伺います。再開についてのご計画で、最もあてはま

るものはどれですか。選択肢２．３．４．を選ばれた方は、事業再開に必要な支援、補助、再

開の条件、再開しない理由などを記述してください。【単一選択】 

１．再開したい（ 再開のご予定：                 ） 

２．条件が整えば再開したい  ３．再開できない  ４．再開しない 

 再開に必要な支援、補助、再開の条件、再開しない理由などを記述してください。【自由記述】 

 

 

 

 

 

 

問 14 福島原発事故に関する東京電力への補償請求について、最もあてはまるものは 

どれですか。【単一選択】 

１．請求はほぼ認められた  ２．請求は一部認められた  ３．請求は認められなかった 

４．請求していない  ５．補償してもらえるか分からないので請求していない 

６．その他（                                    ） 

 
問 15 災害からの生衛業の復旧、再建に向けての課題などについて、自由に記述いただければ

幸いです。【自由記述】 
 
 
 

ご回答をいただきありがとうございました。 
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３ 調査対象 

 

財団法人福島県生活衛生営業指導センターと連携する福島県内 12 の生衛業の組合に所属す

る事業者、5,280 名（平成 24 年７月 31 日現在）のうちの 390 の事業者を対象とし、平成 24 年８月

下旬から９月にかけて、生衛業の組合ごとに、その組合員への調査記入を依頼した。なお、昨年度

の調査時点での事業者は 5,197 名（平成 23 年７月 31 日現在）であり、この１年間で 83 名の事業

者が増えている。 

調査の結果、233 の事業者から回答を得ることができた。（回収率 59.7％） 

 

４ 調査の単純集計結果 

 ４．１ 回答者の基本情報の単純集計結果 

 

［問１ あなたの事業は、生衛業のどれにあたりますか。【複数選択可】］ 

１．理容店   ２．美容店 ３．興行場(映画館等) 

４．クリーニング店   ５．公衆浴場(銭湯等) ６．ホテル・旅館 

７．簡易宿泊所   ８．下宿営業 ９．すし店 

10．麺類店(そば･うどん店等)  11．中華料理店 

12．社交業(スナック、バー等)   13．料理店(料亭等) 14．喫茶店 

15．その他の飲食店(食堂･レストラン等) 16．食肉販売店 

17．食鳥肉販売店  18．氷雪販売店(氷屋等) 

 

    表１ 回答者の事業の分布 

区   分 回答数 割合［％］

１．理容店 49 21.0 

２．美容店 51 21.9 

３．興行場 (映画館等) 1 0.4 

４．クリーニング店 9 3.9 

５．公衆浴場(銭湯等) 5 2.2 

６．ホテル・旅館 33 14.2 

７．簡易宿泊所 0 0.0 

８．下宿営業 0 0.0 

９．すし店 8 3.4 

10．麺類店（そば･うどん店等） 0 0.0 

11．中華料理店 25 10.7 

12．社交業（スナック、バー等） 12 5.2 

13．料理店（料亭等） 0 0.0 

14．喫茶店 5 2.2 

15．その他の飲食店（食堂･レストラン等） 8 3.4 

16．食肉販売店 27 11.6 
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17．食鳥肉販売店 0 0.0 

18．氷雪販売店(氷屋等) 0 0.0 

総数 N= 233  

 

アンケート調査に回答いただいた福島県内 233 人の事業区分である。表１の割合は、事業ごと

の回答数を全回答数 233 件で割ったものをパーセントで表示したものであり、生活衛生業全体に

占める事業の割合を示したものではない。以下、この表１に示した回答者の事業分布を念頭に調

査結果を考察する必要がある。 

 

 

［問２ 事業の代表であるあなたの年齢は、おいくつですか。【単一選択】］ 

１．20 歳未満 ２．20 歳代 ３．30 歳代 ４．40 歳代 

５．50 歳代 ６．60 歳代 ７．70 歳代 ８．80 歳以上 

 

  表２ 回答者の年齢の分布 

区  分 回答数 割合［％］

20 歳未満 0 0.0

20 歳代 1 0.4

30 歳代 8 3.4

40 歳代 42 18.0

50 歳代 62 26.6

60 歳代 86 36.9

70 歳代 31 13.3

80 歳以上 3 1.3

総数 N= 233 

 

アンケート調査に回答いただいた方の年齢の分布である。40 歳以上の方から多くの回答をいた

だいている。とりわけ、60 歳代の方から多くの回答をいただいている。 

 

 

［問３ 事業の代表であるあなたの性別を教えてください。【単一選択】］ 

１．男性   ２．女性 

 

  表３ 回答者の性別の分布 

区  分 回答数 割合［％］

男性 169 72.5

女性 62 26.6

無効 2 0.9

総数 N= 233 

  

アンケート調査に回答いただいた方の性別の分布である。回答者の約４分の３を男性が占めて

いる。 
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［問４ あなたの生衛業の事業は創業から何年を経過されましたか。【単一選択】］ 

１．1 年未満  ２．1 年以上 3 年未満 ３．3 年以上 5 年未満 

４．5 年以上 20 年未満 ５．20 年以上 40 年未満 ６．40 年以上 

 

  表４ 回答者の事業の創業からの年数の分布 

区  分 回答数 割合［％］ 

1 年未満 1 0.4

1 年以上 3 年未満 1 0.4

3 年以上 5 年未満 3 1.3

5 年以上 20 年未満 39 16.7

20 年以上 40 年未満 96 41.2

40 年以上 93 39.9

総数 N= 233

 

アンケート調査に回答いただいた方の事業の創業からの経過年数の分布である。創業してから

20 年以上を経過している方が回答者の 80 パーセント以上を占めている。 

 

 

［問５ 現在の生衛業の事業において、あなたは創業者ですか。【単一選択】］ 

１．はい  ２．いいえ（   代目） 

 

  表５ 回答者の事業世代の分布 

区分 回答数 割合［％］ 

創業者 118 50.6

2 代目 68 29.2

3 代目 24 10.3

4 代目 4 1.7

4 代目以降 8 3.4

無回答、無効 1１ 4.７

総数 N= 233

 

アンケート調査に回答いただいた方が事業創業から何世代目にあたるのかを示した分布である。

回答者に占める創業者の割合は約 50 パーセント程度であることがわかる。 

 

 

［問６ 現在、後継者、あるいは、その候補者はいらっしゃいますか。【単一選択】］ 

１．いない ２．配偶者 ３．子 

４．親類 ５．従業員 ６．その他（      ） 

 

  表６ 回答者の後継者または候補者の分布 

区  分 回答数 割合［％］ 

いない 103 44.2

配偶者 15 6.4

子 98 42.1
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親類 8 3.4

従業員 5 2.1

その他 2 0.9

不明 2 0.9

総数 N= 233

 

アンケート調査に回答いただいた方のご自身の事業における後継者または候補者の分布であ

る。後継者または候補者がいないと考えた方が４割以上を占めている。 

 

 

［問７ 東日本大震災以前のあなたの主たる事業地域はどちらですか。【単一選択】］ 

１．県北      ２．県中      ３．県南      ４．相双   ５．いわき 

６．会津      ７．県内広域   ８．県外も含めて広域      ９．その他（     ） 

 

  表７ 回答者の事業地域の分布 

区分 回答数 割合［％］ 

県北 46 19.7

県中 28 12.0

県南 17 7.3

相双 76 32.6

いわき 41 17.6

会津 24 10.3

県内広域 0 0

県外も含めて広域 1 0.4

その他 0 0

総数 N= 233

 

表７は、アンケート調査に回答いただいた方が事業をしている地域の分布である。相双、県北、

いわきなどの地域で事業をしている方の回答が多いものの、県中、会津など県内全域の事業者か

ら回答が寄せられていることがわかる。 

 

 

［問８ 福島第一原子力発電所から、震災前のあなたの主たる事業場所までの距離は、どれく

らいでしたか。震災後も同じ場所で事業をされている方もご記入ください。【自由記述】］ 

 

福島第一原子力発電所から、直線距離で約     km 離れていた。 

 

  表８ 事業所から福島第一原発までの距離 

区  分 回答数 割合［％］ 

１～１０ｋｍ 14 6.0

１１～２０ｋｍ 10 4.3

２１～３０ｋｍ 27 11.6

３１～４０ｋｍ 46 19.7

４１～５０ｋｍ 46 19.7
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５１～６０ｋｍ 40 17.2

６１～７０ｋｍ 11 4.7

７１～８０ｋｍ 10 4.3

８１～９０ｋｍ 2 0.9

９１～１００ｋｍ 6 2.6

１０１㎞以上 13 5.6

無回答 8 3.4

総数 N= 233

 

福島第一原子力発電所から 20 ㎞圏内に事業所がある方が、10 パーセント程度回答者に含まれ

ている。回答者の多くは、福島第一原子力発電所から 60 ㎞圏内に事業所があった方で、全回答

の約８割を占めている。 

 

 

［問９ 震災と原発事故から現在までの間で、震災前のあなたの主たる事業地域の被害等の状

況について、あてはまるものはどれですか。また、選択したものの [ ] 内の該当部分に○を付

けたり、記述したりしてください。【複数選択可】］ 

１．特になし 

２．地震、津波による店舗等の被害［全壊／半壊／一部損壊］があった 

３．警戒区域及び避難指示区域   ４．計画的避難区域         ５．帰還困難区域 

６．居住制限区域            ７．避難指示解除準備区域    ８．緊急時避難準備区域 

９．その他（                                ） 

 

 表９ 被害状況 

被  害  状  況 回答数 割合［％］ 

特になし 80 34.3 

地震、津波による店舗等の被害があった 107 45.9 

警戒区域及び避難指示区域 18 7.7 

計画的避難区域 5 2.1 

帰還困難区域 4 1.7 

居住制限区域 0 0.0 

避難指示解除準備区域 7 3.0 

緊急時避難準備区域 17 7.3 

その他 4 1.7 

無回答 6 2.6 

総数 N= 248  

注：表に示す割合は、回答区分の回答数を、アンケート回答事業者数の 233 人で割ったものを

パーセントで表示したものである。 

 

地震、津波により店舗等に被害を受けている回答者が、全回答者の半数を占めている。また、福

島原発事故に伴う影響を受けたと答えた回答者が、全回答者の約２割を占めている。 

 

表１０は、地震、津波による店舗等の被害があった107の回答事業者の被害の内訳を示したもの

である。 
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 表１０ 地震、津波による店舗等の被害状況の内訳 

被害状況内訳の区分 回答数 割合［％］ 

全 壊 8 3.4

半 壊 26 11.2

一部損壊 58 24.9

無回答 15 6.4

注：表に示す割合は、回答区分の回答数を、アンケート回答事業者数の 233 人で割ったものを

パーセントで表示したものである。 

 

 

 ４．２ 事業復旧の状況の単純集計結果 

 

［問１０ 福島原発事故に伴う直接被害、風評被害はありましたか。被害のあった方は、売上、

客数の変化などについても、ご回答いただける範囲で記入ください。【単一選択】］ 

１．特になかった  ２．風評被害がある  ３．風評ではなく直接被害がある 

     売上［     ％減：       ］、客数［     ％減：        ］ 

     放射能濃度等の測定、客への情報開示等の費用［             ］ 

     その他（                               ） 

 

  表１１ 福島原発事故に伴う被害の状況 

被   害 回答数 割合［％］ 

１．特になかった 39 16.7 

２．風評被害がある 78 33.5 

３．風評ではなく直接被害がある 61 26.2 

４．風評被害あるいは直接被害がある 24 10.3 

無回答 31 13.3 

総数 N= 233  

 

まず、当該設問が回答者に対して、わかりにくい、あいまいな選択肢であり、調査票の設計の誤

りを認める。このため、当該設問に対する回答について、選択肢の１．２．３．に加え、新たに「４．風

評被害あるいは直接被害がある」を加える。この選択肢４．の導入により、調査票設計の不具合に

より発生した可能性のある 24 の回答を無効あるいは無回答から掘り起こすことができ、被害の実状

を浮き彫りにできる。この選択肢４．は、選択肢の２．３．の両方の被害を含むものと選択肢の２．あ

るいは３．に属するものに分類されるが、この分類については想像の域を出ないために、実施しな

いものとする。 

福島原発事故に伴い直接的な被害、風評被害を受けている回答者が、全回答者の70パーセン

トを占めている。原発事故により直接的な被害を受けた回答者は、全体の４分の１を占めている。ま

た、原発事故の発生から１年以上が経過した今でも、少なくても回答者の３分の１が風評被害に悩

まされている実態があり、原発事故が福島県の生衛業にもたらした影響は、極めて大きいものであ

ることが理解できる。 
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［問 11 現在の事業復旧状況で、あてはまるものはどれですか。また、選択したものの[ ] 内に

ついても、該当するものに○を付けてください。【複数回答可】］ 

１．現在でも休業している             ２．既設地で [一部／全部] 仮設的再開 

３．既設地で [一部／全部] 本格的再開   

４．地域内に移転し [一部／全部] 仮設的再開 

５．地域内に移転し [一部／全部] 本格的再開 

６．地域外 [地域名：    ] に [一部／全部] 移転し仮設的再開   ８．未定 

７．地域外 [地域名：    ] に [一部／全部] 移転し本格的再開   ９．その他（     ） 

  

   表１２ 現在の事業復旧状況 

区   分 回答数 割合［％］ 

現在でも休業している 19 8.2 

既設地で仮設的再開 11 4.7 

既設地で本格的再開 123 52.8 

地域内に移転し仮設的再開 2 0.9 

地域内に移転し本格的再開 3 1.3 

地域外に仮設的再開 12 5.2 

地域外に本格的再開 0 0.0 

未定 4 1.7 

その他 1 0.4 

総数 N= 175  

注：表に示す割合は、回答区分の回答数を、アンケート回答事業者数の 233 人で割ったものを

パーセントで表示したものである。 

 

最も回答の多かったものは、回答の半数を占める既設地で本格的に再開しているものである。

東日本大震災と原発事故から１年以上経過している時点においても、事業の全部を本格的に再開

できているものは、半数程度にとどまる厳しい実態が示された結果である。 

 

 

［問 12 現在、事業を再開している事業者の方に、伺います。再開にあたって最も苦労されたこ

と、今後、補助や支援などを希望することは何ですか。【複数回答可】］ 

１．資金の問題      ２．従業員の確保     ３．手続き面での煩わしさ（法律等の壁） 

４．その他（                                ） 

 

   表１３ 事業再開にあたって最も苦労したこと 

区   分 回答数 割合［％］ 

資金の問題 121 80.1

従業員の確保 38 25.2

手続き面での煩わしさ 34 22.5

その他 19 12.6

総数 N= 212

注：表に示す割合は、回答区分の回答数を、問 11 で事業を再開していると回答した事業者数の

151 人で割ったものをパーセントで表示したものである。 
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事業の再開に当たって最も苦労したことは、資金面での苦労が最も多く、また、再開のために必

要な支援策としては融資に関するものが最も多く、回答の半数を占めている。その他の部分の自

由記述には、人口、顧客が地域から転出してしまったり、集団移転、津波ですべてが流失してしま

ったりなど、大規模な人口変動に伴う苦労が多くあった。 

 

［問 13 現在、休業している事業者の方に、伺います。再開についてのご計画で、最もあてはま

るものはどれですか。選択肢２．３．４．を選ばれた方は、事業再開に必要な支援、補助、再開

の条件、再開しない理由などを記述してください。【単一選択】 再開に必要な支援、補助、再開

の条件、再開しない理由などを記述ください。【自由記述】］ 

１．再開したい（ 再開のご予定：                 ） 

２．条件が整えば再開したい  ３．再開できない  ４．再開しない 

 

 表１４ 再開についての計画 

区   分 回答数 割合［％］

再開したい 3 15.8

条件があえば再開したい 2 10.5

再開できない 8 42.1

再開しない 4 21.1

総数 N= 17

注：表に示す割合は、回答区分の回答数を、問 11 で現在休業していると回答した事業者数の

19 人で割ったものをパーセントで表示したものである。 

 

この設問に該当する回答者数は 19 人である。回答が得られた半数以上が、再開できない、ある

いは再開しないという、厳しい判断をくだしている。その理由を次に列挙する。 

・自分の方向性が定まらないため 

・原発事故でとても再開など出来ません。（帰宅困難区域です） 

・店舗は使用不可。新たに一から始める必要があり、店舗、資金、新規のお客様等、全て困難。 

・まだまだ生活再建が出来ず、いつになるか、何年かかるかわからない。また、戻るつもりもな

い。 

・帰って自分の店で再開できるのならやりたいけど、帰れなければもうこれきり仕事は辞めるしか

ないと思っています。 

・住民が戻って来ない。元に戻るとは考えられないため。 

・後継者がいないので再開しないことにしました。震災前の地域のお客様達が、それぞれに新し

い地での暮らしが始まるでしょうし、条件的に難しいです。 

・警戒区域でまだ指針がはっきりしていない。 

・除染が進まないこと。家の建て直しもしないといけない。帰れる人（帰る人）が限られてしまう。特

に、若い人は帰らない。今現在避難している場所が色々な関係で便利（特に、医療関係、買い

物）。 

 

［問 14 福島原発事故に関する東京電力への補償請求について、最もあてはまるものはどれで

すか。【単一選択】］ 

１．請求はほぼ認められた           ２．請求は一部認められた   

３．請求は認められなかった          ４．請求していない        

５．補償してもらえるか分からないので請求していない     ６．その他（       ） 
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    表１５ 原発事故に関する東京電力への補償請求 

区   分 回答数 割合［％］ 

請求はほぼ認められた 56 24.0 

請求は一部認められた 56 24.0 

請求は認められなかった 9 3.9 

請求していない 42 18.0 

補償してもらえるか分からないので請求していない 40 17.2 

その他 5 2.1 

無回答 25 10.7 

総数 N= 233  

被害状況、請求内容によって補償が決められるために、このような単純集計結果から、補償が語

られるべきではないかもしれない。ここでは、請求してもらえるか分からないので請求していないと

いう回答者が、約２割存在することに着目する。分からないということは、相談できる場を持っていな

いとも読み替えることができ、今後の復興支援で検討すべき余地があると考えられる。 

 

 

［問 15 災害からの生衛業の復旧、再建に向けての課題などについて、自由に記述いただけれ

ば幸いです。【自由記述】］ 

 

  この自由記述の回答については、本報告書の最後に列挙する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 17

５ 調査のクロス集計結果 

 ５．１ 事業内容による特徴の考察 

 

東日本大震災と福島原発事故による影響は甚大かつ、生衛業の業種内容ごとに異なる様相を

呈していると言われ、復興への要望等も異なると言われている。具体的に業種ごとにいかなる特徴

があるのかを分析した結果を表１６から表２２に示す。これらの表は、業種ごとの回答事業者数を分

母にとって計算された割合で示されている。 

 

 

表１６に業種と福島原発による被害の関係を示す。理容店、美容店、喫茶店といった業種では、

「３．風評ではなく、直接被害がある」と答えた割合が高いのは、それらの業種の回答者の事業地が、

事故のあった福島第一原発に近い地域にあったためである。風評被害の影響を強く受けていると

答えた業種は、ホテル・旅館、クリーニング店、すし店、社交業などである。 

 

 表１６ 業種と福島原発による被害の関係

事業区分
回
答
数

１．特にな
かった

２．風評被
害がある

３．風評で
はなく直接
被害がある

４．風評被害
あるいは直接
被害がある

１．理容店 49 12.2 6.1 51.0 16.3

２．美容店 51 21.6 27.5 27.5 15.7

３．興行場 (映画館等) 1 0.0 0.0 100.0 0.0

４．クリーニング店 9 22.2 66.7 0.0 0.0

５．公衆浴場(銭湯等) 5 60.0 20.0 20.0 0.0

６．ホテル・旅館 33 3.0 72.7 12.1 9.1

７．簡易宿泊所 0 --- --- --- ---

８．下宿営業 0 --- --- --- ---

９．すし店 8 12.5 87.5 0.0 0.0

10．麺類店（そば･うどん店等） 0 --- --- --- ---

11．中華料理店 25 40.0 40.0 8.0 8.0

12．社交業（スナック、バー等） 12 16.7 41.7 0.0 16.7

13．料理店（料亭等） 0 --- --- --- ---

14．喫茶店 5 20.0 20.0 60.0 0.0

15．その他の飲食店（食堂･レストラン等） 8 25.0 25.0 25.0 12.5

16．食肉販売店 27 0.0 18.5 33.3 18.5

17．食鳥肉販売店 0 --- --- --- ---

18．氷雪販売店(氷屋等) 0 --- --- --- ---  
注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 

 

 



 18

表１７に業種と事業復旧状況の関係を示す。建物や機材などが特殊なために賃借しにくい興行

場などは、他の業種と比べると、既設地での本格的再開の割合が高い。興行場やクリーニング店、

公衆浴場、ホテル・旅館といった業種は、比較的規模の大きい土地、建物、機材が必要となるため

移転することは難しく、このため、移転しての再開はゼロである。これらの業種では、事業内容から

見て、一部を縮小して実施するよりも、復旧対策投資をして全部を本格的に再開しなければ、採算

が合わない傾向が強いと考えられる。本格的に再開しているとはいえ、そこに至るまでに、短時間

に復旧投資をしていることから、今後の返済などを考えると課題は少なくないと考えられる。 

 

 表１７ 業種と事業復旧状況の関係 

事業区分
回
答
数

１．現在で
も休業して
いる

２．既設地
で仮設的
再開

３．既設地
で本格的
再開

４．５．地域
内に移転し
仮設また
は本格的
再開

６．地域
外に仮設
的再開

１．理容店 49 18.4 4.1 38.8 2.0 10.2

２．美容店 51 15.7 2.0 41.2 2.0 9.8

３．興行場 (映画館等) 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

４．クリーニング店 9 0.0 0.0 55.6 0.0 0.0

５．公衆浴場(銭湯等) 5 0.0 0.0 80.0 0.0 0.0

６．ホテル・旅館 33 3.0 3.0 63.6 0.0 0.0

７．簡易宿泊所 0 --- --- --- --- ---

８．下宿営業 0 --- --- --- --- ---

９．すし店 8 0.0 0.0 75.0 12.5 0.0

10．麺類店（そば･うどん店等） 0 --- --- --- --- ---

11．中華料理店 25 0.0 0.0 60.0 0.0 0.0

12．社交業（スナック、バー等） 12 0.0 0.0 33.3 8.3 0.0

13．料理店（料亭等） 0 --- --- --- --- ---

14．喫茶店 5 0.0 40.0 60.0 0.0 0.0

15．その他の飲食店（食堂･レストラン等） 8 12.5 25.0 12.5 0.0 0.0

16．食肉販売店 27 0.0 11.1 85.2 3.7 7.4

17．食鳥肉販売店 0 --- --- --- --- ---

18．氷雪販売店(氷屋等) 0 --- --- --- --- ---  

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 
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表１８に業種と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係を示す。すべての業種で復旧資

金について苦労されている実情がわかる。 

 

 表１８ 業種と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係 

事業区分
回
答
数

１．資金
の問題

２．従業
員の確保

３．手続
き面での
煩わしさ

４．その
他

１．理容店 49 30.6 4.1 14.3 20.4
２．美容店 51 35.3 11.8 15.7 7.8
３．興行場 (映画館等) 1 0.0 0.0 0.0 0.0
４．クリーニング店 9 22.2 11.1 11.1 11.1
５．公衆浴場(銭湯等) 5 80.0 20.0 0.0 0.0
６．ホテル・旅館 33 75.8 33.3 24.2 0.0
７．簡易宿泊所 0 --- --- --- ---
８．下宿営業 0 --- --- --- ---
９．すし店 8 87.5 25.0 25.0 0.0
10．麺類店（そば･うどん店等） 0 --- --- --- ---
11．中華料理店 25 76.0 16.0 8.0 0.0
12．社交業（スナック、バー等） 12 75.0 33.3 16.7 0.0
13．料理店（料亭等） 0 --- --- --- ---
14．喫茶店 5 20.0 60.0 0.0 20.0
15．その他の飲食店（食堂･レストラン等） 8 50.0 25.0 12.5 0.0
16．食肉販売店 27 63.0 7.4 11.1 11.1
17．食鳥肉販売店 0 --- --- --- ---
18．氷雪販売店(氷屋等) 0 --- --- --- ---  

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

表１９に、業種と福島原発事故に関する東京電力への補償請求についての関係を示す。被害

状況、請求内容によって補償が決められるために、このような業種ごとの集計結果から、補償が語

られるべきではないかもしれない。ここでは、請求してもらえるか分からないので請求していないと

いう回答者が、業種によって差異があるのかに着目した。回答者の２割以上が、補償されるのか分

からないために、請求していないとする業種には、中華料理店の 56 パーセントを筆頭に、公衆浴

場、食肉販売店、社交業、すし店、喫茶店などがある。これらの業種に効果的な情報提供、相談、

支援の場の提供が必要と考えられる。 

 

  表１９ 業種と福島原発事故に関する東京電力への補償請求に関する関係 

事 業 区 分 回答数

５．補償してもらえるか

分からないので請

求していない 

１．理容店 49 10.2 

２．美容店 51 3.9 

３．興行場 (映画館等) 1 0.0 

４．クリーニング店 9 0.0 
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５．公衆浴場(銭湯等) 5 40.0 

６．ホテル・旅館 33 3.0 

７．簡易宿泊所 0 --- 

８．下宿営業 0 --- 

９．すし店 8 25.0 

10．麺類店（そば･うどん店等） 0 --- 

11．中華料理店 25 56.0 

12．社交業（スナック、バー等） 12 25.0 

13．料理店（料亭等） 0 --- 

14．喫茶店 5 20.0 

15．その他の飲食店（食堂･レストラン等） 8 12.5 

16．食肉販売店 27 33.3 

17．食鳥肉販売店 0 --- 

18．氷雪販売店(氷屋等) 0 --- 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 ５．２ 事業代表者の年齢による特徴の考察 

 

前節５．１に引き続き、事業代表者の年齢ごとにいかなる特徴があるのかを分析した結果を表２０

から表２３に示す。これらの表は、年齢区分ごとの回答事業者数を分母にとって計算された割合で

示されている。20歳代以下と80歳代以上の回答は少ないため、これらの年代の方々からの回答は

参考程度にとどめる。 

 

表２０に事業代表者の年齢と福島原発による被害の関係を示す。すべての年代層において、お

おむね８割以上の割合で福島原発による被害を訴えている実状である。また、風評被害について

は、30 歳代では約６割が、その他の年代層でも約３割が訴えている。年代層が若いほど、「風評被

害がある」と回答する割合が高い。 

 

 表２０ 事業代表者の年齢と福島原発による被害の関係 

年代区分 回答数 
１．特になか

った 

２．風評被害が

ある 

３．風評では

なく直接被

害がある 

４．風評被害

あるいは直

接被害が

ある 

１．20 歳未満 0 --- --- --- ---

２．20 歳代 1 0.0 100.0 0.0 0.0

３．30 歳代 8 12.5 62.5 12.5 12.5

４．40 歳代 42 11.9 45.2 28.6 14.3

５．50 歳代 62 22.6 29.0 21.0 9.7

６．60 歳代 86 16.3 30.2 29.1 12.8
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７．70 歳代 31 12.9 25.8 29.0 16.1

８．80 歳以上 3 33.3 33.3 33.3 0.0

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

表２１に事業代表者の年齢と事業復旧状況の関係を示す。以前から事業を行っていた場所で、

本格的に事業を再開できている割合は、すべての年代層において、おおむね半数程度の割合で

あり、厳しい復旧状況にあることがわかる。 

また、地域内外へ移転して再開する割合は年代層が高くなるにつれて減っているが、逆に休業

している割合は年代層が高くなるにつれて増える傾向にあるなど、年代層が高くなるにつれ事業の

再開が厳しい現状にある。東日本大震災と福島原発事故から数カ月後に行った昨年度のアンケ

ート調査では、比較的高い年代層で事業再開への取り組みが盛んであったという印象があったが、

今回はこれらとは異なる結果となった。アンケートの調査の回答者が前年度と今年度では異なるこ

とから、一概に決めつけることはできないが、東日本大震災と福島原発事故から１年以上が経過し

たものの、復旧や復興の出口が見えない現状においては、特に、年代層の高い事業者への支援

が必要と思われる。 

 

 表２１ 事業代表者の年齢と事業復旧状況の関係 

年代区分 回答数 

１．現在で

も休業

してい

る 

２．既設地

で仮設的

再開 

３．既設地で 

本格的再開 

４．５．地域

内に移転し

仮設または

本格的再開 

６．地域外

に仮設的

再開 

１．20 歳未満 0 --- --- --- --- ---

２．20 歳代 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

３．30 歳代 8 0.0 0.0 62.5 12.5 0.0

４．40 歳代 42 2.4 2.4 54.8 0.0 11.9

５．50 歳代 62 4.8 1.6 59.7 0.0 6.5

６．60 歳代 86 12.8 9.3 50.0 3.5 2.3

７．70 歳代 31 12.9 3.2 35.5 3.2 3.2

８．80 歳以上 3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

表２２に事業代表者の年齢と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係を示す。すべての

年代層において、再開への資金調達は大きな問題であることがわかる。従業員の確保では、30 歳

代、40 歳代に比べて、50 歳代以上の事業者が苦労している傾向がある。手続き面での煩わしさは、

40 歳代、50 歳代で高く、事業主であるとともに家庭での役割も大きい年代層であり、事業と家庭に

かかわる多くの手続きに煩わしさを感じているのかもしれない。生活衛生営業の一つの特徴である

かもしれない。 
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 表２２ 事業代表者の年齢と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係 

年代区分 回答数 １．資金の問題
２．従業員の 

   確保 

３．手続き面で

の煩わしさ 
４．その他 

１．20 歳未満 0 --- --- --- ---

２．20 歳代 1 100.0 100.0 100.0 0.0 

３．30 歳代 8 62.5 12.5 0.0 0.0 

４．40 歳代 42 61.9 11.9 19.0 9.5 

５．50 歳代 62 61.3 19.4 14.5 6.5 

６．60 歳代 86 46.5 15.1 12.8 9.3 

７．70 歳代 31 29.0 19.4 12.9 6.5 

８．80 歳以上 3 66.7 0.0 33.3 33.3 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

表２３に、業種と福島原発事故に関する東京電力への補償請求についての関係を示す。70 歳

代では、補償されるのか分からないために、請求していないとする回答が少なかった。一方、30 歳

代から 60 歳代まで、おおむね２割程度の事業者が、補償してもらえるのか分からないために、請求

していないとしている。 

また、問 12 の設問「再開での苦労、希望する補助や支援など」において「３．手続き面での煩わ

しさ」を挙げた回答者 34 人のうち、問 14 の設問「福島原発事故の東京電力への補償請求」におい

て、「請求してない」あるいは「補償してもらえるか分からないので請求していない」と回答した割合

は、10 人で約３割であった。手続き面で煩わしさを感じやすい 30 代から 60 歳代への支援が求めら

れていると考えられる。 

 

表２３ 事業代表者の年齢と福島原発事故の東京電力への補償請求に関する関係 

年代区分 回答数 

５．補償してもらえるか分

からないので請求して

いない 

１．20 歳未満 0 ---

２．20 歳代 1 0 

３．30 歳代 8 25.0 

４．40 歳代 42 14.3 

５．50 歳代 62 21.0 

６．60 歳代 86 19.8 

７．70 歳代 31 3.2 

８．80 歳以上 3 33.3 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 
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 ５．３ 性別による特徴の考察 

 

事業代表者の性別ごとにいかなる特徴があるのかを分析した結果を表２４から表２７に示す。こ

れらの表は、性別区分ごとの回答事業者数を分母にとって計算された割合で示されている。男性

の回答者は 169 人、女性の回答者は 62 人であり、男女比は約３対１であった。なお、未回答は 2

人であった。 

 

 

 表２４に事業代表者の性別と福島原発による被害の関係を示す。相対的に男性の事業者の方が

「２．風評被害がある」と回答している。 

 

 表２４ 事業代表者の性別と福島原発による被害の関係 

性別 

区分 
回答数 １．特になかった

２．風評被害が

ある 

３．風評ではな

く直接被害

がある 

４．風評被害ある

いは直接被害

がある 

１．男性 169 16.0 37.3 23.1 13.0 

２．女性 62 19.4 24.2 33.9 11.3 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

表２５に事業代表者の性別と事業復旧状況の関係を示す。現在でも休業している割合は圧倒的

に女性事業者が多く、以前から事業を行っていた場所で本格的に事業を再開できている割合は、

男性事業者に比べると女性事業者が低い状況にある。また、移転して再開しているのは、女性事

業者の方が傾向として多い。これらのことから、休業している女性事業者や移転先で事業を再開し

ている女性事業者への支援は極めて重要であると思われる。東日本大震災と福島原発事故から

数カ月後に行った昨年度のアンケート調査でも同様の傾向が出ており、長期間に亘る休業は就業

や事業意欲を喚起することが難しくなると言われていることから、女性事業者への支援は極めて重

要である。 

 

 表２５ 事業代表者の性別年齢と事業復旧状況の関係 

性別 

区分 

回

答

数 

１．現在でも 

休業している 

２．既設地

で仮設的

再開 

３．既設地で

  本格的 

  再開 

４．５．地域内に 

移転し仮設または

本格的再開 

６．地域外に 

仮設的再開 

１．男性 169 3.0 5.9 58.6 1.2 4.7

２．女性 62 22.6 1.6 37.1 4.8 6.5

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 
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表２６に事業代表者の性別と再開における苦労、それに希望する補助や支援などの関係を示す。

資金の問題と回答した女性事業者の割合が少ないのは、再開へ向けて資金のことを問題視できる

状況にないためである。すなわち、問 11 の設問「事業復旧状況」において、「現在でも休業してい

る」と回答している女性事業者が多く、その多くが事業地からの避難を余儀なくされ、地域に密着し

た業種であるために地域を離れて再開することが困難な事業者である。 

 従業員の確保については、男性事業者の方が苦労しているという傾向がある。 

 

 表２６ 事業代表者の性別と再開における苦労、希望する補助や支援などの関係 

性別 

区分 
回答数 １．資金の問題 ２．従業員の確保 

３．手続き面での

煩わしさ 
４．その他 

１．男性 169 60.4 18.3 14.8 8.3

２．女性 62 29.0 11.3 14.5 8.1

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 表２７に、性別と福島原発事故に関する東京電力への補償請求についての関係を示す。男性事

業者の方が、「５．補償されるのか分からないので請求していない」とする回答が多い。表２３の考察

も含めて、手続き面で煩わしさを感じやすい 30 代から 60 歳代の男性事業者への補償請求に関す

る理解支援が求められていると考えられる。 

 

表２７ 事業代表者の性別と福島原発事故の東京電力への補償請求に関する関係 

性別区分 回答数 

５．補償してもらえるか

分からないので請求

していない 

１．男性 169 20.1 

２．女性 62 8.1 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 ５．４ 創業経過年数による特徴の考察 

 

 事業の創業年数と東日本大震災や福島原発事故に対する影響の関係があるかを理解するため

に分析した結果を表２８から表３１に示す。これらの表は、創業経過年数の区分ごとの回答事業者

数を分母にとって計算された割合で示されている。 

 

 

創業経過年数ごとに表２８に福島原発による被害の関係、表２９に事業復旧状況の関係、表３０

に苦労、希望する補助や支援などの関係をそれぞれ示す。アンケート調査の回答者の多くが、創

業５年以上経過し 40 年以上といった事業のベテランであったため、創業から年数を経ていない事

業者の状況と比較し考察できる結果ではなかった。   
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表２８ 創業経過年数と福島原発による被害の関係 

年数区分 回答数
１．特にな

かった 

２．風評被害

がある 

３．風評で

はなく直接

被害がある 

４．風評被害あ

るいは直接

被害がある 

１．1 年未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0 

２．1 年以上 3 年未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0 

３．3 年以上 5 年未満 3 0.0 66.7 33.3 0.0 

４．5 年以上 20 年未満 39 23.1 35.9 12.8 15.4 

５．20 年以上 40 年未満 96 17.7 34.4 26.0 9.4 

６．40 年以上 93 14.0 30.1 31.2 15.1 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に

該当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 表２９ 創業経過年数と事業復旧状況の関係 

年数区分 回答数 

１．現在で

も休業

してい

る 

２．既設地

で仮設

的再開 

３．既設地

で本格的

再開 

４．５．地域

内に移転

し仮設ま

たは本格

的再開 

６．地域外

に仮設

的再開 

１．1 年未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

２．1 年以上 3 年未満 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

３．3 年以上 5 年未満 3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 

４．5 年以上 20 年未満 39 7.7 7.7 43.6 5.1 7.7 

５．20 年以上 40 年未満 96 6.3 5.2 56.3 2.1 2.1 

６．40 年以上 93 9.7 3.2 54.8 1.1 7.5 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 表３０ 創業経過年数と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係 

年数区分 回答数
１．資金の

問題 

２．従業員

の確保 

３．手続き面で

の煩わしさ 
４．その他 

１．1 年未満 1 100.0 100.0 0.0 0.0 

２．1 年以上 3 年未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 

３．3 年以上 5 年未満 3 100.0 66.7 66.7 0.0 

４．5 年以上 20 年未満 39 56.4 12.8 17.9 5.1 

５．20 年以上 40 年未満 96 54.2 12.5 6.3 5.2 

６．40 年以上 93 46.2 19.4 20.4 12.9 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 
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 表３１に示す創業経過年数と福島原発事故に関する東京電力への補償請求についての関係で

は、創業年数を重ねている事業者の方が、「５．補償されるのか分からないので請求していない」と

する回答が少ない。創業年数を重ねることで、組合などのことについても様々な情報収集が自然な

形で行われ、わからないという状況が生じにくくなっている可能性がある。 

 

   表３１ 創業経過年数と福島原発事故の東京電力への補償請求に関する関係 

年数区分 回答数 

５．補償してもらえるか 

分からないので 

請求していない 

１．1 年未満 1 0.0 

２．1 年以上 3 年未満 1 0.0 

３．3 年以上 5 年未満 3 0.0 

４．5 年以上 20 年未満 39 28.2 

５．20 年以上 40 年未満 96 17.7 

６．40 年以上 93 12.9 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に

該当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 ５．５ 後継者の有無による特徴の考察 

 

表３２に後継者の有無と事業復旧状況の関係を示す。後継者の有無と事業復旧の状況に大き

な差異はない。後継者が無く現在でも休業していると回答したのは 11 事業者であり、後継者が有り

現在でも休業していると回答したのは 8 事業者であった。 

 

 表３２ 創業経過年数と事業復旧状況の関係 

後継区分 回答数 

１．現在でも

休業して

いる 

２．既設地で 

  仮設的 

  再開 

３．既設地で 

  本格的 

  再開 

４．５．地域内

に移転し  

仮設また

は本格的  

再開 

６．地域外に

仮設的再開

無 103 10.7 3.9 54.4 0.0 5.8 

有 126 6.3 5.6 52.4 1.6 4.8 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 ５．６ 震災前の事業地による特徴の考察 

 

 表３３に震災前の事業地と福島原発による被害の関係を示す。地域ごとに被害の様相が異なるこ

とが理解できる。表３３の集計結果の考察については、本報告書の読者に委ねるものとする。 
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 表３３ 震災前の事業地と福島原発による被害の関係 

地域区分 回答数 
１．特にな

かった 

２．風評被害

がある 

３．風評では

なく直接被

害がある 

４．風評被害

あるいは直接

被害がある 

県北 46 17.4 45.7 10.9 15.2 

県中 29 13.8 41.4 13.8 6.9 

県南 17 52.9 29.4 11.8 0.0 

相双 76 9.2 3.9 60.5 11.8 

いわき 41 22.0 51.2 9.8 17.1 

会津 24 12.5 62.5 0.0 16.7 

県内広域 0 --- --- --- --- 

県外も含め

て広域 
1 0.0 100.0 0.0 0.0 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該

当した数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 表３４に震災前の事業地と事業復旧状況の関係を示す。東日本大震災と福島原発事故から１年

以上が経過した現在も、相双地域では休業あるいは地域外で仮設的再開をしている厳しい実態で

ある。本格的な再開についても、地域によって大きな差異が確認でき、東日本大震災と福島原発

事故による復旧の状況は地域ごとに異なる複雑な様相を呈していることがわかる。 

 

 表３４ 震災前の事業地と事業復旧状況の関係 

地域 

区分 
回答数

１．現在でも

休業して

いる 

２．既設地

で仮設的

再開 

３．既設地で

本格的再開

４．５．地域内

に移転し仮設

または本格的

再開 

６．地域外に仮

設的再開 

県北 46 2.2 2.2 50.0 2.2 0.0 

県中 29 3.5 6.9 58.6 0.0 0.0 

県南 17 0.0 0.0 29.4 11.8 5.9

相双 76 22.4 7.9 35.5 1.3 14.5

いわき 41 0.0 498 92.7 2.4 0.0 

会津 24 0.0 0.0 54.2 0.0 0.0 

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 表３５に震災前の事業地と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係を示す。「資金の問

題」と回答した割合が地域によって異なり、いわきと会津の割合が高いが、相双地域の割合が低い

など、東日本大震災と福島原発事故による被害は、県内各地で異なる苦労があり、多様な支援が

必要なことがわかる。 

 従業員の確保が難しいと回答している割合も同様に、県内各地で異なる状況が理解できる。 
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 表３５ 震災前の事業地と再開での苦労、希望する補助や支援などの関係 

地域区分 回答数 １．資金の問題
２．従業員の

確保 

３．手続き面で

の煩わしさ 
４．その他

県北 46 52.2 11.0 7.0 3.0

県中 29 65.5 17.2 6.9 0.0

県南 17 29.4 5.9 5.9 5.9

相双 76 32.9 15.8 18.4 18.4

いわき 41 73.2 22.0 14.6 2.4

会津 24 70.8 0.0 12.5 0.0

県内広域 0 --- --- --- ---

県外も含めて広域 1 100.0 100.0 0.0 0.0

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 

 

 

 表３６に、震災前の事業地と福島原発事故に関する東京電力への補償請求についての関係を示

す。いわきと県北地域の事業者が、「５．補償されるのか分からないので請求していない」とする回

答が多い。両地域とも原発事故による影響が甚大な地域に隣接しており、東京電力への補償請求

について悩みのある事業者が多いと思われる。 

 

 表３６ 震災前の事業地と福島原発事故の東京電力への補償請求に関する関係 

地域区分 回答数 
５．補償してもらえるか分からな

いので請求していない 

県北 46 23.9

県中 29 3.4

県南 17 0.0

相双 76 13.2

いわき 41 39.0

会津 24 8.3

県内広域 0 ---

県外も含めて広域 1 0.0

注：回答数は調査票に記入した事業者数である。この回答数以外の数値は、質問選択肢に該当し

た数を回答数で割った割合で、単位はパーセントである。 
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６ 自由記述の内容 

 

［問 15 災害からの生衛業の復旧、再建に向けての課題などについて、自由に記述いただけれ

ば幸いです。【自由記述】］ 

 

・放射能をなくしてほしいです 

・原発、風評被害、観光地なので（温泉地） 客が 50％減 

・風評被害の一日でも早い払拭、企業の誘致による長期雇用者の拡大による地域経済（消費経

済）の底上げ 

・3/23 から開店したが、多数のお客がいらした。小さな店なので全員を入浴させる事が出来なか

ったのが残念。 

・業界のレベル UP 

・県外との温度差の解消を図ること 

・一年半が経つが、現在の入客や売上の増加を目標に前に進みたい。いつまでも引きずっては

いられない。 

・皆様からの御支援ありがとうございます。心から感謝致します。 

・今、仮設団地でプレハブではありますが理容業を再開しました。避難解除になってからも地元

には人は戻らないと思うので、その時には決断しなきゃいけないときが来ると思う。事業再開のた

めには土地、住宅、店舗とさまざまな事があり、その時がはじめてスタートだと思う。この職業は好

きなので、続けていければと思います。 

・全国の理容組合員の皆様に義援金や器具物資等、援助していただいた。大変感謝しています。

生衛業に加盟していて、本当によかったと思っています。 

・災害のため組合から脱会、休会してしまった会員（組合員）が戻らず理容組合そのものが風前

の灯となっている。そのため休日料金や営業時間等はバラバラで行先が不安です。 

・現在は仮設店舗で営業しているが、いつ村に戻れるか分からない。戻っても再開できるか分か

らない。除染もこれからなので、先が分からない状況です。 

・一日も早く原発事故前の生活や営業に自然にとけこめる姿に戻ってもらいたい。人口の減少で

営業面は著しく被害大。補償は一時的なもの。補償打切りの後の生活営業の面も心配だ。 

・再開したいがあまり補償もないし、お客様も戻ってくることもない。生活するための営業は先が

みえない。残念です。 

・人がいない 

・まずは子供達の体を心配してほしい。それがつながりお客様として来ていただけるのではない

か。 

・第一原発から 7km と近く線量も高いので 10 年程度帰還できないと思っている。もう一度故郷で

営業したいと思っているが無理とあきらめている。 

・資金面で個人事業者でも使いやすい補助金をもっと出して欲しい。 

・除染や復興にあわせた支援が不可欠（長くかかると思われます） 

・20km 以内は早く国有化すべき。それから考えるべき。 

・明らかに変化した環境に対し、状況の確認や理解を踏まえて、今後の対応をどうするのか模索

中です。 

・組合の会員であることの心強さを感じた。先に進む相談をすることが出来る安心感を３．１１以

後感じている。今までになかった感情である。 

・原発も忘れ去られたかのように地域に差が出ている。福島県民は被害者なのに補償されるどこ

ろか増税させられ復興どころの話ではない。かといって、政治家も党首選に忙しく何を最優先さ

せるべきかわかっているのかと思う。政治が問題だ！！ 
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・住民の他県への移動により顧客が減少しています。特に県北・伊達市では数値も高いのに補

償が無いので移動できない人たちも不満を持っています。 

・国、県、市等の再建に向けての金銭的な補助金が必要である。手続きもスピーディーにしてほ

しい。 

・前に進みたくてもなかなか進む事ができません。 

・１日も早い再建を望んでいるが･･･復興が遅すぎる。 

・前を向いて歩きたくても、全然何もあの震災から変わってない。精神的、身体的にもつら

い！！ 

・情報を（きちんとしたこと）流して欲しい。 

・福島県全域の観光復興が重要 

・会津は原発より 100 キロ離れているのに風評被害が大きい 

・線量は 0.1 と県内でも低いが沿岸部と事故の周辺という場所であることから観光客や一般のお

客様が来ない。予想以上に印象が悪い。 

・県外や海外客が戻ってこない。原発事故の復旧の遅れがそのまま風評となっているため、早期

復旧が必要。 

・国や県の復旧対策が遅い。現状の認識が不十分だと思われる。 

・観光客の入込が悪く、以前に戻るには時間がかかる。 

・2～3 年で終わる問題ではなく、5～10 年と中長期的な支援が必要。現在もどこに落ちつくのか、

5 年後にどこに住むのかの決定ができない。年配の美容師の方も再開が難しい。 
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６６ 復興モデル事例についての情報収集 

 

 

平成２４年度東日本大震災福島原発事故復興モデル事業調査実施要領 

 

 

１ 調査目的 

  東日本大震災福島原発事故から 1 年以上が経過したが、多くの生衛業者がまだ復興再生   

に取り組めない状況にある。 

  このため、既に復興再生を果たして事業を再開している事業者に対する調査を行って「復興モ

デル事例集」を作成し、これから復興に取り組もうとしている生衛業者の参考にしてもらうことを目

的とする。 

 

 

２ 調査内容 

 ① 事業内容と代表者 

 ② 東日本大震災前および福島原発事故前までの事業の概要 

 ③ 東日本大震災および福島原発事故による損害状況 

    (1)震災被害 

    (2)原発事故による損害 

 ④ 東日本大震災および福島原発事故後の動向 

    (1)事業概要 

    (2)復旧、復興への取り組み 

 ⑤ 考察 

 

 

３ 調査対象企業 

  福島県内で営業を行っていた生衛事業者で、東日本大震災福島原発事故で被災したものの、

避難しながら復興、再生を目指して頑張っている事業所。 

  これから復興を目指したいと考えている生衛業者の参考事例となるような事業所。 

 

 

４ 調査実施方法 

  調査の実施にあたっては、「復興モデル事業所調査」によるものとする。 

  「復興モデル事業所調査」は、集められた事業所の中から、復興モデル事例となる事業所を 10

～15 取り上げ基礎資料とする。 

  基礎資料によりモデル事例集作成のため必要事項を整理確認し作成する。 

 

 

５ 調査期間 

 平成 24 年 6 月 6 日から 9 月 10 日までの間に行う。 
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６ 調査にあたっての留意事項 

 （１） 調査先事業所への実施訪問、取材調査にあたっては、各組合から寄せられた情報を参考

とし、訪問事業所からの了承を得た上で行う。 

 （２） 調査員は復興支援協議会の委員長、事務局が行うものとする。 

 （３） 「復興モデル事業所調査」は、企業内容の核心や企業秘密に迫る内容が含まれていること

から次のことに留意し、調査に遺漏がないようにすること。 

    ・調査目的の周知徹底を図ること。 

    ・必ず調査先企業本人に面接して直に聞き取りを行うこと。 

    ・調査票を調査先企業のところに留め置いて記入依頼することのないようにすること。 

    ・調査先企業名は調査結果の報告書および講演等での活用の際に公表されることを相手方

に説明し、了解を得ること。 

    ・この調査によって知り得た内容等については、絶対に他に漏洩しないこと。 
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７７ 総括 

 
 平成 23 年度に実施した東日本大震災復興支援事業に引き続き、今年度は、東日本大震災福島

原発事故復興支援事業を実施した。今年度の事業名に福島原発事故が加えられたのは、震災、

津波被害に加えて、福島県内の全地域に様々な形で原発事故が強烈な被害をもたらしたためで

ある。 

福島県内に 12 の組合がある生活衛生営業にあっては、地域ごと、業種ごとに被災状況や復旧

状況、それに必要とする支援内容が異なり、東日本大震災から１年を経過して、震災当初の数か

月間にわたって見られたような混乱は収束したかに見える一方で、被災直後のまま復旧に着手も

できない事例も存在している。 

 

 本事業では、事業経過報告に記述したように、復興に寄与できる様々な情報を提供した。災害関

係貸付、空き店舗情報などを積極的に配信したほか、同時に、災害特別相談会等を開催し、原発

事故の補償についての相談を受けたり、要望のあった事業者に対しては、中小企業診断士による

経営相談を行ったりもした。 

これらの活動の結果、融資を必要とする事業者に関しては、日本政策金融公庫に対しての推薦、

紹介を行い、必要な融資を受けて事業再開を実現した事業者も見られた。 

 

 また、震災、津波、原発事故の被害によって、一度は事業を休止せざるを得なかったものの、苦

労の末に再開した事業者を取材し、再開までの経緯や思いを、福島県生活衛生営業指導センタ

ーの Web サイトに公開した。これにより、復旧、復興の途上にある生活衛生営業の事業者の思いを

共有したり、少しでも励みになったりすることを期待している。また、地域の方々が、Web サイトの取

材記事を読むことで、被災した生活衛生営業の実態を理解し、応援していただける機会になれば

と考えている。 

 

 さらに、平成 23 年度の実施に引き続き、今年度も、福島県内の生活衛生営業者に対してアンケ

ート調査を実施した。この結果、東日本大震災及び原発事故から１年以上経過している時点にお

いても、震災前のように事業を本格的に再開できている事業者は、半数程度にとどまるという厳し

い実態が示された。このほか、地域ごとに、あるいは、業種ごとに、被害の状況や求められる支援が

異なっている実態も明らかになった。 

 

 これらの事業実施評価にあたり、災害復興支援協議会を開催し、総括した。本事業によって、わ

ずかであっても、生活衛生営業者の事業再建の一助となり、営業再開に結びついたことは、県内

の生活衛生営業者のみならず、地域社会にも貢献できたものと考えている。 

しかしながら、東日本大震災及び原発事故から２年が経過した今日、仮設住居や仮設店舗から

脱却し、新しい住居への移転や本格的な事業を再開する時期と考える事業者も少なくない。このよ

うな傾向は、むしろこれから増えていくとの見方もでき、さらなる継続的な支援が生活衛生営業にも

求められている。 

また、このまま若者や子育て世帯の県外転出の状況が続けば、長期的には生活衛生営業の市

場が先細りし、事業者の創意工夫だけでは限界となる事態も生じてくる。このような実状と地域社会

の変化に注目しながら、生活衛生営業は短期的、長期的復興計画に基づき、存続と発展に取り組

んでいく必要がある。 
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